
羽田空港の再拡張に伴う国内線枠の優先確保を求める意見書

羽田空港は、国内航空旅客全体の約６割が集中する国内航空ネットワークの要

であるが、国内航空需要の増加などに伴って、４本目の滑走路等が整備されるこ

ととなり、平成２２年１０月の完成に向けた再拡張工事が進められている。

この新滑走路の完成により、年間発着枠が約１１万回増加することとなるが、

平成１７年４月に発表された国土交通省の考え方では、国内線に８万回、国際線

に３万回程度配分するとされたところである。

現在、羽田空港では、十分な発着枠が確保できていないことから、地方航空路

線は、減便や運航ダイヤの制限などを強いられており、観光客やビジネス客の利

便性が低下するだけでなく、教育・文化活動などにも大きな影響が生じている。

最近、羽田空港の国際化をさらに推し進めようとする動きが見られるが、本県

を初めとする四国地域では、羽田便の利用価値が非常に高く、運航ダイヤの充実

は、地域交流の促進や地域経済の活性化のためには必要不可欠であり、再拡張に

より利便性が向上することは県民の悲願となっている。

よって、国におかれては、羽田空港の再拡張に当たり、次の事項について特に

配慮されるよう強く要望する。

１ 平成２２年１０月の羽田空港の再拡張に伴う発着枠の配分については、国内

全体の均衡ある発展が図られるよう、国内路線の発着枠を十分に確保すること。

２ 羽田空港の発着枠を配分するに当たり、供用開始時から地方航空路線への十

分な規模の配分を確保するとともに、早期に配分を完了すること。

また、新幹線の持つ航空輸送の代替機能を踏まえ、新幹線が整備されていな

い地方に対する発着枠を重点的に配分すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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